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要  旨

本研究はアンケー ト調査に基づ き,生 1勺の化学物質に起因すると考えられる白覚症状のヴt態について検討を行った。

さらに住宅 11法や住宅形態,内 装仕 11材,j出風条件などの11二環境および在宅時間,冷 H麦房機器の使用状況 とその時の

換気状況などの暮 らし方 と白覚症状の免1党4と の関係を校i討した.調 杢対象は1990年代以降に開発された住宅地の住

宅が111″亡ヽである。調合方法は質問紙調査 とし,智!iFt,到;送を併||!して行った。いJ収状況は留置が343/437部 (78.5%),

郵送が253/305部 (83%)で ,計 596/742部 (80.3%)で あった.

室内の化学物質に起体|すると考えられる由党症状については,調 介対象 IHi常の12.6%(N二596),lFl人対象では4.7%

(N=2247)に知1覚者が認められた。年齢では30代～50代の知覚率が高 く,性 ガUによるとは少なかった。中告された自党

症状はLiや鼻に対する刺激が多く,そ れらは人サ!キ後問もなく知党 されるキ1合が高かった.

はfI考の白党症状の角1党卒 と住環境属性 をクロス集計 し,知 l覚キの差から問題点について考察することを試みた結

呆,特 に1990年以降に建築 された住宅や集合住宅の1注十住杵,通 風条件の悪いは住者の知覚率が高かった。本 らし方と

の関係では長時間冷暖房機器を使用するhii住その如党■が高 く,在 宅時1門と知党卒 との関係では夢3策差がみられた。

さらに, アレルギー性疾は を右する村作L考の知覚率 も高い傾向があ |),1同人の体質も白党症状の知党に関ケすると推

禁された。

Abstract

ヽヽ′c survcycd information on symptoms of illncss rcsulting from thc prcscncc of chcHlical substanccs in living

cnvironmcntsも ｀`′C also invcstigatcd thc rclationship bctwccn prcvalcncc of symptom pcrccption and thc follo、ving

environment―rclatcd factors: thc construction and structurc of d、vcllingsi intcrior finishing matcrialsi vcntilation

conditions and othcr building configuration factors and periods of actual occupancyt usc of air conditioning and

rclated vcntilation conditions. Thc qucstionnairc focused on housing developed from 1990 on、vard, and forms、vcrc

cithcr postcd or distributcd directly.Rcsponsc ratcs wcrc as follows:housc calls=342 out of 437(785%)i by mail二

253 out of 3()5(83%)i total i 596 out of 742(80。3%)。

Of all thc households(N=596),126%had at lcast one resident with perceived symptoms possibly associated with

thcir indoor air quality, and 4.6% of thc individual rcspondcnts(N=2247)had symptoms.The prcvalcncc of

individuals、vith perceived symptoms、vas highcst in thc agc group of 30～ 50 ycars‐ and thc prcvalcncc 、vas silnilar

bct、vccn fcmalcs and malcs. Thc most co■lIIlonly rcportcd symptonl 、vas nosc and cyc irritationi 、vhich most of thc

affcctcd individuals pcrccivcd iHllncdiately follo、ving occupancv.

By cross―tabulating prcvalcncc of symptomatic pcrccption by charactcristic of thcir living cnvironmcnts, 、vc found

that the prevalencc of symptoms pcrccption、vas clearly highcst among individuals living in poorly vcntilatcd d、vcllings

built 1990 or after. Greatcr symptoms pcrccption、vas rcportcd by individuals with cxtendcd use of air―conditioning.

Aiso, therc 、vas a distinct diffcrcncc in thc prcvalencc of symptom pcrccption bct、vccn malcs and fcmalcs 、vhcn

stratificd by hours spcnt at homc Sincc thosc、vith allergics sho、ved highcr tcndcncy to rcport symptoms,、vc suspcct

that the physical condition of thc individuals may also affcct thc symptomatic pcrccption possibly associatcd 、vith
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prcscncc of triggcrilag chcnlical substanccs in indoor air
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1.結 言

著者らはこれまでに居住者のアレルギー性疾患自覚

症状
斗1と
住環境および冷暖房機器の使用頻度等の暮

らし方との関係を検討した。その結果,都 会の住宅地

で暮らす居住者,風 通しの悪い環境下で換気を意識し

ない居住者,冷 房機器を多用する若年齢層の居住者に

おいて自覚症状を申告する割合が高い傾向があること

が示唆された
1。

昨今では,ア レルギー性疾患に加え,建 材や家具,

家庭用品などに含まれる揮発性有機化合物による室内

空気汚染に起因すると考えられる健康障害が社会問題

となっている。1997年6月 には厚生省が室内における

揮発性有機化合物のひとつであるホルムアルデヒド濃

度について0,lmg/nl l以下 (30分平均値)と いう指針

値を公表した。新築住宅の揮発性有機化合物濃度の実

測調査や室内濃度の挙動や発生源に関する調査研究や

プロジェクトがすすめられ,低 ホルムアルデヒド仕様

の建材が開発されるなど,各 方面から対策が講じられ

ている。

室内の化学物質が原因として考えられる健康障害と

して,化 学物質過敏症が挙げられ,国 内では厚生省長

期慢性疾患総合研究事業アレルギー研究班により診断

基準が示されている
*2。
また,米 国政府 ,米 国医学

アカデ ミーの同意事項として多種類化学物質過敏症

(MCS:Muldple Chemictt Sensitivity)の合意基準

が勧告され
*3J,さ

らにアメリカ肺連合会 (ALA)は

McS症 の原因を心因性として判断すべきではないと

している。北里大学医学部で化学物質過微症が最も疑

わしいと診断された思者についての調査によると,原

因物質との接触場所の 4分 の 3が 自宅であり,新 築 ・

改築に伴って接触 した人が 5分 の 3を 占めているとい

ぅ
3i。
化学物質過敏症については症状発生の原因や

機構について不明な点があるものの,睡 眠時間を含め

多くの時間を室内で過ごし,人 間が 1日 に摂取する物

質を重量で表すと室内空気の吸気が60%近 くを占める

こといを考えると,居 住者の住環境が健康に及ぼす

影響は少なくないと考えられる。

そこで本研究では,特 に室内の化学物質に起因する

と考えられる健康障害についての自覚症状に着目して

アンケート調査を行い,居 住環境や住宅工法,住 宅形

24

態,建 築年代,内 装仕上材,通 風条件などの住環境属

性および在宅時間,冷 暖房機器の使用状況とそのとき

の換気状況などの暮らし方の違いによる症状知覚率の

差から,そ れぞれの問題点について考察することを試

みた。

2.対 象と方法

2.1 対 象

本研究の問題点を抽出しやすいと考え,1990年 以降

に開発された関西地方の住宅地を対象とした。さらに,

関東地方,関 西地方,中 部地方,中 国 ・四国地方に居

住する協力可能な奈良女子大学卒業生に対し,そ の居

住地近隣居住者への調査票配布を依頼した。配布に際

し特に条件は限定せず,あ らかじめ配布可能な部数を

確認して卒業生に調査票を送付した。

2.2 方 法

質問紙調査とし,留 置して数日後回収 した。地域に

より郵送を併用した。回収率は以下の通りであった。

配布 343/437世帯 78.5%

郵送 253/305世帯 83.0% 計 596/742世帝 80。3%

なお,個 人票 (居住者全員)と しては2247名のデータ

が得られた。

2.3 調査項目

2.3.1 イ主まいについて

居住環境,建 築時期,入 居時期,住 宅形態 (戸建 ・集

合),住 宅工法,延 床面積, 日当たり,風通 し条件,

居室の内装仕上材,床 下の防腐 。防蟻処理の有無,住

み替え経験の有無,以 前の住まいの概要など

2.3.2 暮らし方について

冷暖房機器の使用状況,冷 暖房機器使用時の窓開閉状

況,夏 季日中および就寝時の窓開閉状況,在 宅時間,

居室の清掃方法と頻度など

2.3.3 居住者の健康上の自覚症状について

室内の化学物質に起因すると考えられる自覚症状の有

無および症状の内容と症状を特に感じる時,ア レル

ギー性疾患 (アトピー性皮膚炎 。気管支喘息 ・アレル

ギー性鼻炎)の 有無と症状の発症 ・治癒の時期



2.34 世 帯の基本的属性

家族構成,家 族全員の年齢 ・性

2.3.5 調査期間

調査票配布 :1996年8月下旬から

調査票回収 :1996年9月 中旬から

Tablc l. Oudine of survcycd houscs

urban area/commercial and industriat area

suburban residential area

r u r a l  a r e a

others

unknown

before 1979

1980-1989

1990-

unknown

before 1979

1980-1989

1990-

unknown

totat

o)construction methods

traditional wooden structure

conventional wooden structure

prefabricated construction

reinforced concrete construction(RC)

2 X 4

others

unknown

f)tota,floor area

～1 0 0甫

100～120r百

120～ 150甫

150-200口甫

200日f～

unknown

with suttcient sunlight

without sufficient suntigtht

9月上旬

9月 ド句
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3 .結 果および考察

調査結果のうち症状の有症率,知 覚率については母

比率の差の検定を, クロス集計結果についてはχ
2検

定をそれぞれ行い,有 意差が認められたものについて,

危険率0。1%の 場合には***,危 険率 1%の 場合には**,

危険率 5%の 場合には*をそれぞれ図中に示し,図 下

には,***pく0,001,**pく0.01,*pく0,05と表現する。

3.1 調査対象住宅と世帯の概要

対象住宅の概要をTable lに示す。居住環境は
「郊

外の住宅地」力S最も多 く85%を 占める。これは特に

1990年代に開発された住宅地を選定して配布 したため

である。住宅形態は 「戸建てJが 90%で その大半が持

家である。「集合住宅」は10%で ,持 家と借家の割合

は半々である。建築年は1990年代が62%で 新築入居の

世帯が多い。住宅工法は 「在来木造」力S43%と多く,

これは建築年による差はみられない。次いで 「プレハ

ブJが 20%,「 鉄筋コンクリー ト」は14%で そのうち

の 6割 が集合住宅である。「伝統木造」は建築年代が

新しくなるにつれ減少し,一 方で 「2× 4工 法」が増

加する傾向にあった。延べ床面積は120～150ポが最も

多く,不 明を除く平均延べ床面積は128,4ポである。

一戸建て住宅のみの平均延床面積は136ポであり,平

成 5年 度住宅統計調査報告書
F)の一戸建て平均延床

面積118.74ポに比べて広い。日照 ・通風条件について

は9割以上が 「良い」と回容し,良 好であるといえる。

調査対象596世帯の概要をTable 2に示す。家族形

態は末子が中高生以下の核家族 (核家族 1)が 49%と

約半数を占め,次 いで中高生以下の子供がいない核家

Table 2.()utli1lc of survcycd houscholds

number of

households    96

nuctear fanl,ly l

(with children under 1 8 years old)

nuclear family2

muiti―generation family l
(with children under 1 8 years ctd)

multi一generation family2

unknown

596

number of

households

number of

households

86    14

105    18

371    62

34     6

42

513

35

3

3

56

108

4 1 4

18

87    15

77    13

210    35

64    11

28     5

130    22

598

number of

households

596

number of

hcuseholds

number of

houscholds    9る

number of

households    96

74    12

19     3

27     5

5 6 9     9 5

2 7      5

73

106

246

106

40

25

singic housc(owned by residents)

singic house(rented)

housing complex(owned by residents)

complex(rented)

members

ワ

々
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族 (核家族 2)が 30%で ある。全体で核家族は8割 を

占め,中 高生以下の子供がいる世帝は6割 強を占めた。

家族人数は4人 が最も多く41%で ,不 明を除く平均家

族人数は4.2人である。調査対象者 (家族全員)2247

名の性別年齢構成は,男 性,女 性がほぼ半数ずつであ

り, ともに40才代が多く,高 年齢層よりも若年齢層の

割合が多い。

3.2 設定 した自覚症状について

本研究で設定した室内の化学物質が原因として考え

られる健康障害の自覚症状は, WHOの 定義による

シックビル症候群の症状
61を
参考にした以下の12の

症状である。

1.特 有の臭い (刺激臭)を 感 じる

2.目 がチカチカする,涙 が出やすい

3.の どが痛い,乾 きやすい

4.月 、が詰まる,喘 鳴しやすい

5.風 邪を引きやすい

6.頭 痛を起こしやすい

7.腹 痛 ・下痢を起こしやすい

8.め まい,吐 き気,嘔 吐しやすい

9.疲 れやすい,ぼ んやりしがちになる

10。何となく体の調子が悪い

11.イ ライラしやすい

12.手 足の痛み,ふ るえ,冷 えを感じる

また,上 記12症状とアレルギー性の素因との関係を

考察するため,ア トピー性皮膚炎 。気管支喘息 。アレ

ルギー性鼻炎の 3疾患の有無についても回答を求めた。

ただし,い ずれも自己申告であるため臨床的に診断さ

れたか否かは不明であるが,席 住者が疾患を持つと自

覚していることは健康的な状態ではないと判断した。

以下, アレルギー性疾患であるという自覚症状を 「ア

レルギー性疾患J, 自覚症状を申告 している人の割合

を 「有症率J,上 記12項目の症状を知覚 していること

を 「12症状の知覚」,知 覚 している人の割合を 「知覚

率」と表現する。

12症状の年齢別知覚率をTable 3に示す。調査対象

者2247名のうち知覚者は105名で全体の知覚率は約

4.7%で ある。年齢別では30代～50代の知覚率が高 く,

30代の知覚率に若干の男女差がある。60代以上の知覚

者は少ない。北里大学病院の化学物質過微症患者 (女

性111名,男 性33名)の 集計結果によると,女 性は25

才～65才,男 性は25才～35才の割合が高く,女 性の方

は広い年齢層に患者が認められる傾向があり,低 年齢

層の患者の割合の低さは症状が的確に説明できないこ

と,高 年齢層の割合の低さは病院受診が困難であるこ

とや老化による感覚器の低下,男 性の25～35才の割合

の高さは職場環境との関連が指摘 されている
「
。ま

た,本 調査対象世帯別では,一 人以上の知覚者が認め

られたのは596世帯中75世帯 (12.6%)で あった。症

状の知覚は個人として申告されるため,以 後,知 覚率

と住環境属性および暮らし方との関係を分析する場合

には個人 (N=2247)を対象とする。
一世常に複数の

知覚者が存在する場合,そ の世帝のデータ集積性の影

響が考えられるため,一 世帯に一人の知覚者が存在す

る世帝の属14との比較を適宜考察に加える。なお,一

世帯に一人の知覚者を有する世帯は57世帝 (9.6%),

複数の知覚者を有する世帯は18世帯 (3.0%)で あっ

た。

設定 した12の症状別申告数を知覚時期別に Fig。1

に示す。全体として最も多いのは 「独特の臭いを感じ

る」で,「日がチカチカする」,「のどが痛い,乾 きや

Tablc 3.  Comparison of thc a、 varcncss prcvalcncc of 12 symptoms by agc and scx

age

0-9

10-19

20-29

30-39

40-49

50-59

60-

unknown

number
total    persOns

number  wlth

persons perce,ved

symptoms

number
number  persons

of     with

males  perceived

symptoms

number
number  persons   Symptom

of     with   awareness

females  perceived prevatence

symptoms   (96)

symptom

prevalence

( 9 6 )

symptom

prevatence

( % )

160

188

138

192

221

111

98

18

9      5 . 6

2      1 . 1

2      1 . 4

1 8     9 , 4

1 5     6 . 8

5     4 . 5

1       1 . 0

0      0 . 0

348     15      4.3

372     6       1.6

253     5       2.0

326     36      11.0

453     26      5.7

256     15      5.9

1 8 1     1      0 . 6

5 8       1        1 _ 7

185     6       3.2

175     4      2.3

103     3      2.9

133     18     13.5

232     11      4.7

144     10      6.9

83      0      0.0

1 5     0      0 . 0

26

2247    105 1070    52
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a)immediate

2:eyes

3:throat

4:wheeze

5i cauldrife

6:headache

7:stomachache

8:giddiness

9:get tied easily

10:feel lousy

12:ache(hands or feet)

0   5   10  15  20  。

answer count

Fig l, Rclationship bctwccn syl1lptom typcs and tilllc

すい」力S続く。症状を知覚 した時期では,「入居後す

く
｀
」に知覚した人が多く,そ の後減少するが,ま た若

千増加する傾向がある。知覚時期により申告される症

状に違いがあり,入 居後すく
｀
の症状は 「独特の臭いを

感じる」が最も多く, それに
「日がチカチカする」が

次く
｀
。入居後 lヶ 月すると,臭 いや日の刺激の申告が

減 り,一 方で 「イライラしやすい」や 「手足の痛み」

いう症状が増える。さらに入居後 1年以上経過すると,

「のどが痛い,乾 きやすい」,「頭痛を起こしやすい」

や 「腹痛」,「めまい」などの症状が加わり,申 告が多

岐にわたる傾向がある。これらの結果より,申 告数が

最も多かった臭いや円への刺激は入居初期段階で申告

されることがわかる。本調査対象住宅のうち1990年代

に新築された住宅 7戸 を対象としたホルムアルデヒド

濃度の実測調査
卜
によると,入 属後 3年 程度の間は

温度条件によって指針値をかなり上回る結果が出てい

る (5時 間の室閉鎖後 DNPII法 で測定)。症状申告の

状況と調査結果より,築 後年数が浅い住宅の場合,長

時間にわたって部屋を閉め切ることを避け,居 住者が

意識的に換気することが望ましいと思われる。 1年 以

c)after rnOre than a year

5   10   15   20  0

answer count

5   1 0   1 5

a n s w e r  c o u n t

to pcrccption of symptoms(muitiplc answcr)

上経過した場合の症状の申告は様々で,原 因特定は困

難であり,症 状の中には化学物質が直接的な原因であ

ると判断しにくいものもある。しかし,入 居年数が経

過すると建材から発生する化学物質の他,居 住者の持

ち込む生活財からの発生も考えられ,米 国では新築時

を過ぎると生活起因の化学物質が50%程 度を占めると

いう指摘 もある
い
。また,居 住者の活動 と室内の化

学物質濃度との関係も報告
9門iされている。さらに,

本調査対象のうち7戸の竣正直後の住宅における揮発

性有機化合物実測調査結果
Hか らも居住後の住宅と

竣工直後の住宅とでは検出されたそれぞれの揮発性有

機化合物の優先順位が異なる傾向が認められたことか

ら,居 住者は無意識のうちに化学物質を持ち込む可能

性について認識する必要があると考えられる。

12症状の知覚者について入居 した季節を夏季 (6～

9月 ),冬 季 (12月～ 2月 ),中 間期 (3月 ～ 5月 ,10

月～11月)に 分類し,入 居季節ごとの知覚者を母数と

し,各 入居季節で lヶ月以内に症状を知覚した人の割

合を「ig.2に示す。これより,夏 季は冬季に比べて

入居後 lヶ月以内に知覚する人の割合が高く,有 意差

b)in a month
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month aftcr lnoving

が認められた (pく0.05)。これは室内が高温時におい

て,温 度と放散速度との相関性の高い揮発性有機化合

物が揮発しやすいということとの関連が推察される。

さらに季節に関わらず,経 済性の理由から住宅の竣工

後十分に換気することなく,す ぐに入居する場合が多

いことも問題点として挙げられる。

3)hOuSe location
N

144

rural area

suburban

residential area

urban

a r e a / c o m m e r c i a l

and industrial

1929

0     5     1 0    1 5

12 symptoms awareness(%)

traditional

wooden

structure

conventional

wooden

structure

prefabricated

construction

RC

2 X 4

0    5    10    15

12 symptoms awareness(96)

3.3 12症状の知覚と住環境属性との関係

12症状の知覚と住環境属性をクロス集計し,住 環境

属性 ごとの知覚率に傾向がみ られたものについて

Fig.3に示す。居住環境では 「農村 ・田園地域」の知

覚率が低い傾向がある。住宅工法では 「鉄筋コンク

リー ト」と
「2× 4工 法」の知覚率が高 く,「伝統木

造」は低い傾向があり,両 者には有意差が認められた

(pく0,05)。これら工法と建築年代との関係では,「伝

統木造」の約半数が1970年代以前の建物であるのに対

し,「鉄筋コンクリー ト」のそれは 2割 ,「 2× 4工

法」では1970年代以前の住宅はなく,1990年代以降が

9割 を占めていた。住宅形態では 「集合住宅」の知覚

率が高いのに対 し,「戸建て」の知覚率は低 く,両 者

の間に有意差が認められた(p〈0,01)。本対象におい

ては特に集合住宅の建築年代が新しいという傾向はな

c)type Of dweWing

housing

complex

singte

house

0     5    10    15

12 symptoms awareness(ツ う)

d)year Of cOnstruction        N

before1 979

1980-1989

after1 989

271         after1 989

0     5     1 0    1 5

12 symptoms awareness(96)

e)year in which residents moved

into house                N

before1 979

1980-1989

330

398

1399

4 1 9

1 5 3 8

0    5    10    15

12 symptoms awareness(96)

ネpくo.o5  **pく o.01

Fig 3,  Rclationship bct、vccn a、varcncss of 12 symptoms and livillg cnvlronmcnts

b)construction methods
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かったが,一 般的に集合住宅の特徴として気密性が高

いこと,プ ラン構成上壁面積が多 く, ローデイング

ファクター (材料表面積と室内気積の比率)が 大きい

ことが挙げられる。熊谷らが居住状態で行った実測調

査
ビ|では,新 築集合住宅の揮発性有機化合物濃度が

新築戸建住宅に比べて高く,工 法別では在来工法に比

べ工業化住宅,鉄 筋コンクリートの集合住宅が高いと

報告されている (24時間のパッシブサンプラーおよび

DNPH―カー トリッジポンプ法により測定)。建築年代

では,1990年代の知覚率が高いのに対 しゎ 1980年代,

1970年代以前は低 く両者の間に有意差が認められた

(p〈0.05)。入居年代については,1980年 代,1990年

代の知覚率が高いのに対し,1970年代以前は低 く,両

者に有意差が認められた(p〈0,01)。1970年代以前に

建築された住宅における知覚者は同じ建築年代の非知

覚者群に比べて中古入居した割合が高く(pく0,001),

入居時にリフォームを行った可能性も考えられる。さ

らに,知 覚者のうち集合住宅居住者は4割 を占め,非

知覚者群の集合住宅居住者の割合との間に有意差が認

められた (p〈0.005)。

居間の内装仕上材 と知覚率との関係を Fig.4に示

す。壁材ではビニールクロスの知覚率が高く,塗 壁 ・

無垢材が低かった(pく0.05)。床材では合板,複 合仕

様 (大半が合板の上にカーペット敷)が 高 く,カ ー

ペット,無 垢材が低い傾向があった。これら内装材は

Fig.5に示すように,建 築年代による違いが認められ

た。壁材では住宅の建築年代が新しくなるにつれ,塗

り壁,無 垢材が減少し,1990年代ではクロス系壁材が

9割 を超える(p〈0.001)。床材では畳の害J合が減少し

1990年代では合板が約 7害Jを占める(pく0,001)。内装

生内環境学会誌 Vo13  N o l [ 2 0 0 0 ]

材料の主流が天然材料から工業化製品に変化していく

過程がうかがえ,そ れに伴い室内における溶剤,可 塑

剤,接 着剤などの使用量が増加 したと考えられる。

次にlat通し条件と疾患知覚率との関係を Fig.6に

示す。居住者が通風条件を悪いと感じている場合は知

覚率が高く,通 風条件が良い場合との間に有意差が認

められた(pく0。001)。さらに世帝別でみると,知 覚者

がいない世帯,知 覚者が一人の世帯,知 覚者が複数い

る世帯の順に通風条件を悪いと回答する世帯が増えて

いた(pく0.001)ことからも,通 風条件が知覚率に与え

る影響は大きいと考えられる。

続いて在宅時間と知覚率の関係を検討する。既往の

研究では,吉 田らが揮発性有機ハロゲン化合物の個人

曝露量を測定 した結果
けにおいて,一 般的に家庭で

before1 979

1980-1989

after1 989

0路     2096 40%     60%     80拷     100%

呂温毘汗‖引1/plasttri剰
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長く生活する主婦の方が家庭外で働 く者より平均個人

曝露量が高いことを示し,山 本らの調査
HPによると,

家に帰ると何らかの症状 (体調の変化)力S出ると回答

した人の50%が 調査対象全体の平均在室時間より長い

ことなどが報告されている。本調査結果では,在 宅時

間について男性は 9時 間以上15時間未満が多いのに対

し,女 性は21時間以上が多く男女による差が大きかっ

たため (p〈0.001),男 女別 に分析 を行った結果 を

Fig.7に示す。男性の知覚率は12時間未満の場合に高

い傾向があり,在 宅時間の長さとの関係は認められな

かった。女性については在宅時間が長くなるほど知覚

率が高くなる傾向が認められた。男性の場合,在 宅時

間が18時間以上は10歳未満と60歳以上の割合が多い。

女性は男性に比べて在宅時間による年齢構成に顕著な

違いがみられないが,18時 間以上になると30～40代の

割合が多く,10代 の割合が少ない。これらより,症 状

の知覚には年齢特異的な要素が関係 していることも考

えられる。さらに,男 性において12時間未満の知覚者

が40代を中心とする勤労世代であることを考え合わせ

ると,住 宅内に限らず勤務先などの室内で過ごす時間

の長さも知覚率と関係することも推察される。

0-9  9-12 12-15 15-18 18-21 21-24

hours spent at home

b)female

0-9  9-12 12-1515-1818-21 21-24

hours spent at home

:  Iunknown

口■■B50-60
ぶぶミS 3ヽ30-40

1   110-20

‐ヽさ ‐ヽヽsymptom awareness

Fig 7  Rclationship bct、vccn hours spcnt at home and

symptom a、varcncss
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次にアレルギー性疾患の有無と12症状の知覚率との

関係をTable 4でみると,ア レルギー性疾患有症者の

12症状知覚率は9,3%,非 有症者は3.6%で 両者の間に

有意差が認められた(p〈0,001)。さらにアレルギー性

疾患有症者の住環境属性について分析した結果,12症

状の知覚者の属性と大きな差違は認められなかったこ

とから,住 環境中に共通した誘因条件が存在する可能

性もあるが,現 段階では両疾患の関連性が示唆された

と考える。石川らによると化学物質過敏症はアレル

ギー体質の人がかかりやすく,両 者は非常に近い関係

にある
「)と
報告されている。なお,本 対象者におけ

るアレルギー性疾患 (自己申告)の 性別有症率は男性

が15。3%,女 性が15。0%で あった。厚生省統計情報部

による1991年度全国無作為抽出の 5万人に対するアレ

ルギー疾患調査では,ア レルギー様症状を訴える人の

割合は,男 性33.4%,女 性36。2%と 高率であることか

ら,本 研究で設定した3疾患以外の症状を訴える人も

多いと推察される。疾患 。年齢別有症率はTable 5に

示すとおり,対 象者全体でア トピー性皮膚炎は4.0%,

気管支喘虐、は1.3%,ア レルギー性鼻炎は11.0%で あ

り,ア トピー性皮膚炎と気管支喘″自、は若年齢層の有症

率が高く,ア レルギー性鼻炎は全年齢層にわたって有

症率が高いが,60代 以降は低い傾向にあった。各疾患

有症者について年齢層ごとに発症した年代をみると,

アトピー性皮膚炎,気 管支喘息は若年齢層の発症が多

いが,ア レルギー性鼻炎については年齢層に関係なく

1980年代以降の発症者が多い傾向があり,著 者らがこ

れまでに行った研究
1 と
同様の結果であった。

床下の防腐 ・防蟻処理の有無および居室の清掃頻度,

清掃方法についても検討を行ったが,12症 状の知覚率

の差に明確な傾向は認められなかった。

Tablc 4  Rclationship bct、 vccn allcrgics and a、varencss of

12 syIIlptoms

a ) m a l e

number people

suttettng from

symptoms

symptom (%)

a‖ergy

nc allergy



age

persons

suttering

from

a‖ergies

(total)

ic dermatitis bronchial asthma ,c rhin:tis

persons

suttering from  preVatence

atopic

dermatitis    (く る)

persons

suttering from  preValence

bronchiat

asthma     (96)

persons

surer,ng from

a‖ergic rhinitis

prevatence

( 9 6 )

0-9

10-19

20-29

30-39

40-49

50-59

60-

unknown

348

372

253

326

453

256

181

58

11.8

6。7

6 . 3

1 . 5

0 . 4

0 . 4

0 . 0

0 . 0

４ ‐

２５

‐６

５

２

１

０

０

1 2       3 _ 4

7        1 . 9

3      1 . 2

2       0 . 6

2       0 . 4

1       0 . 4

1       0 . 6

1       1 . 7

26        7.5

49       13.2

27       10.7

51        15.6

61        13.5

25        9.8

7       3 . 9

2       3 . 4

total 2247 90 4.0 29 1.3 248       11.0

Table 5`  Prcvalcncc of allergics by age

3.4 冷 暖房機器の使用や窓の開閉状況と12症状の知

覚との関係

冷暖房機器を一日に6時 間以上つけている部屋の有

無については,冷 房については約 4割 ,暖 房について

は約 5割が 「ある」と回答している。長時間冷暖房す

る部屋は居間が最も多く6～ 7割 を占め,子 供室は 1

～ 2割 であった。約半数の世帯が冷暖房機器を長時間

使用している状況がうかがえる。冷房方法は9割 がエ

アコンであり,暖 房方法は7割 がエアコンまたは開放

型燃焼器具を使用 し,電 気ス トーブやこたつ,電 気

カーペットなどの暖房器具のみを使用する場合は2割

程度であり,伝 統木造住宅においてその割合が高い傾

向があった。

冷暖房中の換気状況をFig.8で みると,「定期的に

行う」または
「悪いと感じたら行う」世帯を合わせる

と大半が換気を意識しているといえる。しかし,冷 房

時には暖房時に比べ 「ほとんど開けない」という世帯

が多く約 2書Jを占め,「定期的に行う」世帝を上回っ

ていた。今回は窓の開閉による換気についてのみ訊ね

ているため機械換気システムの有無については把握し

0%    20%    40%    60%    80拷    100%
耕 *pく o.001

§ventitated often and regular

田ventitated when stu的

□rareiy ventilated

□unknown

■air conditioner/heater never used
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ていないが,「空気が悪いと感じたら」という自己判

断で換気を行う場合が最も多いことから,有 効に換気

が行われているとは判断しがたい。空気質の汚染度の

自己判断は難しいため,定 期的な換気を心がける必要

がある。

一日に6時 間以上の長時間冷暖房をする部屋の有無

と12症状の知覚率との関係を Fig.9でみると,長 時

間の冷暖房をする部屋がある場合の知覚率が高く,な

い場合に対し有意差が認められた(p〈0,001)。さらに

世帝別でみても知覚者がいない世帝,一 人の世帝,複

数の世帯の順に長時間冷暖房する部屋があると回答す

る害J合が増え,有 意差が認められた (冷房 :p〈0,01

暖房 :pく0.05)。また,冷 暖房機器使用時の窓開閉状

況においては 「定期的に開ける」場合に比べ 「ほとん

ど開けないJ場 合の知覚率が高い傾向が認められた。

松本らが行った実測調査
怖では,夏 季エアコン使用

時のホルムアルデヒド濃度が高いという結果が報告さ

some rocms often nct heated for iong

h o u r s ( 〈6 h r s / d a y )

some rooms often heated for iong

hours(>6hrs/3ay)

some rooms often not air condた ioned

for a long hours(〈6hrs/day)

some rooms often att condた ioned for a

long hours(〉6hrs/day)

0  2  4  6  8  10  12  14

12 symptoms awareness(96)

料*p〈 o.ool

Fig 9  Rclationship bctwccn symptom a、 varcncss and

duration of air conditioning(hrs/day)in SOmc
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れている (3日 間のサンプラー測定)。また,熊 谷ら

が居住状態で行った実測調査
屯|によると,冬 期にお

けるホルムアルデヒド, VOC濃 度が高 く,そ の理由

として冬期は開田部を締め切った状態で生活している

ことと開放型燃焼器具の使用に伴う発生を挙げている。

これらより,特 に室内を閉め切 りがちになる機器使用

時においては汚染物質の滞留を防く
｀
ため,定 期的な室

内空気の入れ換えが必要であると考えられる。

4日 まとめ

本研究では,596世 帯2247名に対する調査結果に基

づき,室 内の化学物質に起因すると考えられる自覚症

状の実態と住環境および冷暖房機器使用状況や換気状

況との関係を検討し,以 下の結果を得た。

1.調 査対象者の4.7%,対 象世帯の12.6%に 12症状

の知覚者が認められた。

2.12症 状の知覚について,症 状では目や鼻に対する

刺激が全申告の大半を占めた。知覚時期は入居後

すく
｀
が最も多く,特 に夏季に入居 した場合にその

傾向が顕著であった。

3.12症 状の知覚率は住宅の建築 ・入居年が新しいほ

ど,特 に1990年以降の場合に有意に高かった。そ

の他,住 宅工法,住 宅形態,通 風条件,長 時間の

冷暖房機器使用などに有意差が認められ,在 宅時

間による知覚率は男女により傾向の違いがみられ

た。

4.ア レルギー性疾患有症者の12症状の知覚率は非有

症者に比べ有意に高く,両 疾患の関連性がうかが

えた。さらに,両 自覚症状の有症者 ・知覚者の住

環境属性には類似した傾向が認められた。

化学物質をはじめ汚染物質の滞留を防ぎ,良 好な室

内環境を保つためには,定 期的な換気計画が不可欠で

あり,特 に気密性の高い住宅においてこのことは重要

である。化学物質による室内空気の汚染度は発生量と

換気量のバランスで左右されることから,放 散量の少

ない安全な建材による施工のみならず,居 住者につい

ては新たな汚染源の持ち込みを避け,意 識的な換気や

冷暖房機器の使用法など暮らし方にも十分留意するこ

とが必要であると考える。

言土

註 1)ア レルギー性疾患は対象者の自己申告によるも

のであり,臨 床的に診断されたものに限らない。

註 2)厚 生省長期慢性疾患総合研究事業アレルギー研
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究班による化学物質過敏症パンフレットに示された症

状によると,化 学物質過敏症の診断基準として,

主症状 :1.持 続あるいは反復する頭痛 2.筋 肉痛あ

るいは筋肉の不快感 3,持 続する倦怠感 ・疲労感

4.関 節痛

副症状 :1.咽 頭痛 2.微 熟 3.下 痢 ・腹痛 ・便秘

4.羞 明 ・一過性の暗点 5,集 中力 ・思考力の低下 ・

健忘 6.興 奮 ・精神不安定 ・不眠 7.皮 膚のかゆ

み ・感覚異常 8.月 経過多などの異常

検査所見 :1.副 交感神経刺激型の瞳孔異常 2.視 覚

空間周波数特性の明らかな関値低下 3.眼 球運動の

典型的な異常 4.SPECTに よる大脳皮質の明らかな

機能低下 5。 誘発試験の陽性反応

以上の項目において 主 症状 2項 目十副症状 4項 目,

主症状 1項 日十副症状 6項 目十検査所見 2項 目 の 場

合が示されている。

註 3)米 国政府 ・医学アカデミーの同意事項としての

多種類化学物質過敏症の合意基準として,喘 息,ア レ

ルギー,ln~頭痛,慢 性疲労症候群 (CFC),繊 維筋腫

(FM)な どの他の疾患症状を考慮 した上で下記の 6つ

の合意基準を満たせば MCsと 診断することを勧告 し

ている。 1.化 学物質への曝露を繰 り返 した場合,症

状が再現性をもって現れること, 2.健 康障害が慢性

的であること, 3.過 去に経験 した曝露や一般的には

耐えられる曝露よりも低濃度の曝露に対して反応を示

すこと, 4.原 因物質を除去することによって症状が

改善または治癒すること, 5.関 連性のない多種類の

化学物質に対 して反応が生じること, 6。症状が多種

類の器官にわたること
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